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介護労働の現状について
 平成２１年度介護労働実態調査を中心に

財団法人
 

介護労働安定センター

Ｈ２２．８．１６
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Ⅰ-1 平成２１年度の調査回答事業所の特徴
 （２０年度調査と比較して）

民間企業

49.2

民間企業

 38.6

社会福祉協議会

9.4

社会福祉協議会

 7.1
社会福祉法人

17.2

社会福祉法人

22.7

医療法人

 12.3

医療法人

 14.5

ＮＰＯ

 5.9

ＮＰＯ

6.0

0 20 40 60 80 100

２１年度

（n=7,515）

２０年度

（n=5,929）

(%)

注）社団法人・財団法人 協同組合 地方自治体その他無回答は省略したため100％にはならない。

２

 
従業員規模別比較・・・・・

 
１９人以下が増加、50人以上99人以下が減少

１

 
経営主体構成比較・・・・・

 
民営企業が大幅に増加、社会福祉法人が減少

４人以下

 7.4

４人以下

8.3

５人以上

９人以下

 14.9

５人以上

９人以下

 12.3

１０人以上

１９人以下

23.4

１０人以上

１９人以下

28.7

２０人以上

４９人以下

30.3

２０人以上

４９人以下

 29.8

５０人以上

９９人以下

17.3

５０人以上

９９人以下

12.9

１００人

以上

4.8

１００人

以上

8.4

無回答

 0.9

無回答

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２１年度

（n=7,515）

２０年度

（n=5,929）

19人以下43.1％

19人以下51.9％



3

Ⅰ-2 平成２１年度の調査回答事業所の特徴
 （２０年度調査と比較して）

３

 
介護サービス系型別比較・・・施設系通所型が増加、訪問系、施設系（入所型）が減

 少

訪問系

37.4

訪問系

39.3

施設系(入所型)

29.8

施設系(入所型)

32.1

施設系（通所型）

 25.8

施設系(通所型)

30.7

その他

0.5

その他

0.5

無回答

1.6

無回答

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

21年度

(7,515)

20年度

(5,929)

４

 
介護サービス別回答事業所数別比較・・・通所介護が増加

7,515

1,996 1,799

307 643 267

5,929

1,647 1,191
200 680 291

126.7%
121.2%

151.0% 153.5%

94.6% 91.8%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

回答事業所数 訪問介護 通所介護 特定施設入居
者生活介護

介護老人
福祉施設

介護老人
保健施設

0%

50%

100%

150%

200%２１年度 ２０年度 増減率（２０年度=100）
（事業所数）

（
増
減
率

）
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Ⅰ-3 平成２１年度の調査回答事業所の特徴
 （２０年度調査と比較して）

５

 
勤続年数別個別回答労働者構成比較・・・１年未満の割合が増加

比較する際には１～５のように回答事業所の属性、回答労働者の

 構成要因を十分に考慮して行う必要がある。

14.4
16.2

32.7

23.8

7.3

1.2

4.3

9.2

16.6

34.7

25.5

8.1

1.3

4.7

5.2

-0.4
-0.1

-0.8

-1.7
-2.0

-0.4

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

1年未満 1年以上

2年未満

2年以上

5年未満

5年以上

10年未満

10年以上

20年未満

20年以上 無回答

-3.0 

-2.0 

-1.0 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

21年労働者割合
(n=76,856)

20年労働者割合
(n=58,961)

労働者構成割合差
（21年－20年）

労

働

者

割

合

労

働

者

構

成

割

合

差

（
ポ

イ

ン

ト

）

(%)
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Ⅱ
 

法人・事業所の概況
 １

 
事業所の経営主体

 
訪問系、施設系（通所型）は民間、施設系入所型は社会福祉法人が主流

61.3

35.1

47.0

9.0

10.2

5.3

36.6

13.5

6.6

18.2

13.5

6.4

8.4

民間企業

49.2

民間企業 社会福祉協議会

7.1

1.7

社会福祉協議会 社会福祉法人

17.2

社会福祉法人 医療法人

12.3

医療法人

2.8

ＮＰＯ（特定

非営利活動法人）

5.9

その他

7.3

9.9

4.7

6.8

その他 無回答

1.1

1.5

0.9

0.7

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=7,515）

訪問系（n=2,814)

施設系（入所型）

（n=2,241)

施設系（通所型）

（n=2,304)
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２

 
介護保険サービス以外の事業の実施状況

法人の４分の１が保険外サービスを事業を実施

56.3

25.0

79.9

63.1

26.3

79.8

46.6

22.3

80.8

57.4

25.0

79.7

0

20

40

60

80

100

実施している 介護・福祉・医療関係

以外の事業を実施

介護保険サービス以外の

介護・福祉・医療関係事業を実施

全体（n=7,515) 訪問系（n=2,814)

施設系（入所型）（n=2,241) 施設系（通所型）（n=2,304)（％）

実施している内訳（複数回答）
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３

 
複数事業所の有無

施設系は複数事業所の割合が訪問系と比較して高い

52.2

72.4

64.9

47.3

27.3

34.4

複数事業所が「ある」

62.5 36.8

複数事業所が「ない」

0.7

0.5

0.4

0.7

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=7,515）

訪問系（n=2,814)

施設系（入所型）

（n=2,241)

施設系（通所型）

（n=2,304)

(2)法人全体の従業員数規模

33.8

42.6

18.3

42.5

20.2

18.7

23.6

18.1

24.4

16.6

35.5

20.6

6.0

4.3

8.1

5.4

13.3

14.6

13.1

11.0

４９人以下
５０人以上

９９人以下

１００人以上

２９９人以下

３００人以上

４９９人以下
５００人以上

2.4

3.1

1.5

2.5

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=4,697）

訪問系（n=1,469)

施設系（入所型）

（n=1,622)

施設系（通所型）

（n=1,495)

全体の３分の１が４９人以下の小規模事業所

(1) 複数事業所の有無
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４

 
実施している介護サービスの種類（複数回答）

居宅介護支援、訪問介護、通所介護が高い

居宅介護支援 - 62.4
訪問介護 - 41.1
通所介護 24.8 73.1
認知症対応型共同生活介護 14.7 -
短期入所生活介護 14.3 63.4
介護老人福祉施設 66.1 -
通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 36.3 104.6
訪問看護 - 46.7
特定施設入居者生活介護 59.2 -
認知症対応型通所介護 11.2 -
短期入所療養介護 31.7 18.3
訪問入浴介護 - 34.6
介護老人保健施設 90.8 -
小規模多機能型居宅介護 22.1 -
福祉用具貸与 - 117.2
特定福祉用具の販売 - 17.0
訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ - 18.8
居宅療養管理指導 - 30.9
介護療養型医療施設 35.3 -
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 25.9 -
地域密着型特定施設入居者生活介護 21.0 -
夜間対応型訪問介護 - 19.4
介護予防訪問介護 - 17.0
介護予防通所介護 22.9 20.3
介護予防支援 - 22.8
介護予防認知症対応型共同生活介護 14.3 -
介護予防短期入所生活介護 - -
介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 32.7 28.2
介護予防訪問看護 - 7.4
介護予防特定施設入居者生活介護 - -
介護予防認知症対応型通所介護 11.1 -
介護予防短期入所療養介護 - -
介護予防訪問入浴介護 - 2.1
介護予防福祉用具貸与 - 16.0
介護予防小規模多機能型居宅介護 18.9 -
特定介護予防福祉用具の販売 - 4.9
介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ - 5.1
介護予防居宅療養管理指導 - 4.8
無回答

入所定員数
（人）

9月１ヵ月の
利用者数

（延べでなく
実人数）

40.1
39.4

37.1
13.2

11.0
8.9

7.5
5.8

5.1
4.6
4.2
3.8
3.8
3.3
3.1

2.4
2.4
2.2
1.7

0.6
0.4
0.2

34.7
32.4

14.4
9.0
8.7

6.8
4.5
4.0
3.6
3.3
2.9
2.6
2.3
2.1
1.9
1.5

0.7

0 10 20 30 40 50
(%)

介
護
給
付
に
お
け
る
サ
ー
ビ
ス

予
防
給
付
に
お
け
る
サ
ー
ビ
ス
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５

 
主とする介護サービスの種類（最も事業収入の多い介護サービス）

訪問介護と通所介護をメインとする事業者が全体の半数

26.6

23.9

9.8

8.6

7.7

5.2

4.1

3.6

3.1

1.9

1.4

1.1

0.9

0.5

1.6

0 5 10 15 20 25 30
(%)

訪問介護

通所介護

認知症対応型共同生活介

介護老人福祉施設

居宅介護支援

その他の介護給付における

特定施設入居者生活介護

介護老人保健施設

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

訪問看護

介護療養型医療施設

認知症対応型通所介護

その他の予防給付における

福祉用具貸与

無回答

2.7 全サービス平均

2.5

2.3

2.7

3.9

2.4

3.1

2.6

3.3

2.2

3.2

4.2

2.7

2.0

2.7

平均要介護度
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６-1 事務職等を含む従業員の就業形態

施設系（入所型）と比較して訪問系の正社員比率はおよそ半分

49.7

29.8

63.6

42.8

49.5

69.0

35.8

56.5

正社員 非正社員

0.8

1.2

0.6

0.6

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=186,265）

訪問系（n=52,331)

施設系（入所型）

（n=93,078)

施設系（通所型）

（n=38,418)

50.7

35.9

64.2

44.4

47.0

57.9

35.1

55.1

6.2

正社員 非正社員

0.5

0.8

2.3

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=252,559）

訪問系（n=73,603)

施設系（入所型）

（n=111,238)

施設系（通所型）

（n=64,655)

(2)上記のうち介護サービス従事者の就業形態 訪問系の約７割が非正社員

(１)全従業員の就業形態
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(3) 事業所（事務職等を含む）の規模 訪問系の９割が５０人未満

17.0 15.9

5.6

23.0

28.0

20.5

37.6

29.2

34.2

26.4

6.5

28.8

5.9

3.2

9.6

4人以下

8.3

0.9

4.3

5人以上

9人以下

14.9

10人以上

19人以下

28.7

20人以上

49人以下

29.8

50人以上

99人以下

12.9

2.4

100人以上

4.8

無回答

0.4

0.2

0.4

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=7,515）

訪問系（n=2,814)

施設系（入所型）

（n=2,241)

施設系（通所型）

（n=2,304)

(4)事業所（介護サービス従事者のみ）の規模

10.5

20.3

5.9

17.5

18.2

6.4

27.6

30.3

28.5

23.2

39.5

28.2

26.3

35.9

23.2

10.9

5.4

26.3 6.0
1.8

4人以下
5人以上
9人以下

10人以上
19人以下

20人以上
49人以下

3.1

50人以上
99人以下

2.3

1.1

0.3

100人以上

0.4

0.4

0.2

0.4

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=7,515）

訪問系（n=2,814)

施設系（入所型）

（n=2,241)

施設系（通所型）

（n=2,304)

６-2 事務職等を含む従業員の就業形態
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７

 
介護事業の経過年数

平均経過年数
（年）

9.3

8.9

11.4

7.7

平均９．３年

 

７割以上が１０年未満

5.9

3.4

8.7

6.3

4.7

8.9

7.0

6.2

9.1

7.7

8.3

9.0

8.0

9.5

8.6

40.9

31.4

32.0

19.9

34.4

20.0

6.0

1年未満

6.6

1年以上
2年未満

7.4

2年以上
3年未満

8.3

3年以上
4年未満

8.6

4年以上
5年未満

35.1

5年以上
10年未満

24.2

10年以上

3.7

4.3

2.1

3.7

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=7,515）

訪問系（n=2,814)

施設系（入所型）

（n=2,241)

施設系（通所型）

（n=2,304)

6.8

3.2

8.4

6.4

4.4

8.4

6.4

6.1

9.0

9.0

9.5

9.0

8.1

9.1

9.1

52.1

45.6

43.3

6.5

17.6

8.3

6.2

1年未満

6.3

1年以上
2年未満

7.1

2年以上
3年未満

9.1

3年以上
4年未満

8.6

4年以上
5年未満

47.1

5年以上
10年未満

10.5

10年以上

5.0

4.7

4.4

4.5

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=7,515）

訪問系（n=2,814)

施設系（入所型）

（n=2,241)

施設系（通所型）

（n=2,304)

平均経過年数
（年）

7.0

6.7

8.2

6.0

(2) 介護事業の開始後経過年数 平均７年

 

８割以上が１０年未満

(1) 事業所の開始後経過年数
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(１) 介護職の正・非

 

社員割合

49.1

15.4

79.0

56.2 57.0

84.3
66.2

78.5

49.5

83.3

18.3
42.8 41.4

13.0
31.9

18.7

正
社
員

非正
社員

2.81.92.71.61.02.71.31.4

不明

0%

20%

40%

60%

80%

100%

区
分

全
体

訪
問
介
護
員

サ
ー
ビ
ス
提
供

責
任
者

介
護
職
員

看
護
職
員

生
活
相
談
員

理
学
療
法
士
及
び

作
業
療
法
士

介
護
支
援
専
門
員

（n=43,781） （n=6,487） （n=78,959） （n=17,326） （n=6,439） （n=2,918） （n=10,477）（n=166,387）

訪問介護員の８割以上が非正社員

16.3 10.8
21.3

40.3 47.2

19.7

83.7
93.5 89.2

78.7
95.4

59.7 52.8

80.3

6.5 4.6

男性

女性

0%

20%

40%

60%

80%

100%

区
分

全
体

訪
問
介
護
員

サ
ー
ビ
ス
提
供

責
任
者

介
護
職
員

看
護
職
員

生
活
相
談
員

理
学
療
法
士
及
び

作
業
療
法
士

介
護
支
援
専
門
員

（n=166,387） （n=43,781） （n=6,487） （n=78,959） （n=17,326） （n=6,439） （n=2,918）（n=10,477）

(2) 介護職の男女比率 訪問介護員の９割以上が女性全体でも８割以上が女性

８

 
職種別従業員数
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Ⅲ
 

雇用管理の状況
 １

 

就業規則・労働条件の明示

訪問系６割弱、施設系７割が作成

(2) 非正社員の採用時の労働条件の明示

２割弱が書面での明示を行っていない

63.2

76.7

73.0

16.9

14.3

17.6

17.0

70.1

作成している

16.1

作成していない

11.2

7.0

7.5

非正社員はいない

2.9

2.5

2.0

1.9

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=7,515）

訪問系（n=2,814)

施設系（入所型）
（n=2,241)

施設系（通所型）
（n=2,304)

雇用契約書等の書
面による 64.2%

労働条件通知書の
交付 38.0%

「就業規則＋
辞令」の交付

 20.8%

口頭で
行っている

 17.8%

いずれも行っていな
い 0.3 %

非正社員
はいない
 11.2 %

(1) 非正社員を対象とした就業規則の作成
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２-1 訪問介護員、介護職員の採用・離職の状況（平成20年10月1日～21年9月30日）

非正社員の大量採用、大量離職が顕著

全産業の採用率：１４．２％、離職率：１４．６％

 

（資料出所）厚生労働省

 

平成２０年雇用動向調査結果

25.2
23.3

18.4

23.6

35.5

0

10

20

30

40

２
職
種

合
計

正
社
員

非
正
社
員

正
社
員

非
正
社
員

（％）

1年間の採用率

(n=103,879）　　(n=5,210）　(n=30,228）　　(n=39,615）　(n=28,826）

17.0
14.5

12.6
16.2

23.6

0

10

20

30

40

２
職
種

合
計

正
社
員

非
正
社
員

正
社
員

非
正
社
員

（％）

1年間の離職率

(n=103,879）　　(n=5,210）　(n=30,228）　　(n=39,615）　(n=28,826）

(1) 就業形態別

 

採用率・離職率

政令指定都市、市、区で採用離職率が高い(2) 事業所の所在地別

採用率
23.5

採用率
 25.2

採用率
 28.5

採用率
24.5離職率

17.0

離職率
 20.5

離職率
 16.3

離職率
15.2

0

10

20

30

40

２職種合計
（n=96,020)

政令指定都市等
（n=20,428)

市・区
（n=62,924)

町・村、その他
（n=12,314)

（％）
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離職者の８割前後が３年未満

(3) １年間の離職者の勤務年数

（

 

）内は１年間の離職者のうち１年未満の者と１年以上３年

 
未満の者の合計割合

43.1 39.4 36.1 39.0
53.0

32.5 36.4 34.8 34.0

29.0

１年未満
の者

１年以上
３年未満

の者

0

20

40

60

80

100

区分 ２職種合計
(n=16,365)

訪問介護員
正社員
(n=693)

介護職員
正社員

(n=5,983)

訪問介護員
非正社員
(n=3,595)

介護職員
非正社員
(n=6,094)

（％）

（75.6) （75.8)
（70.9) （73.0)

（82.0)

２-2 訪問介護員、介護職員の採用・離職の状況（平成20年10月1日～21年9月30日）
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A 法人格別

 

離職率 民間企業の離職率が高い

民間企業（個人経営・会社） 社会福祉協議会

社会福祉法人 医療法人

(4) 年間離職率について要素別の事業所の割合

16.8

3.7

24.2

11.314.1
9.1

28.1

14.2

0

10

20

30

40

50 訪問介護員　正社員
介護職員　正社員
訪問介護員　非正社員
介護職員 非正社員

（％）

（n=2,964) （n=9,271） （n=15,954）（n=8,937） （n=383 （n=746） （n=4,313） （n=1,647）

11.7
15.6

12.9
15.9

12.4
8.7

22.5 24.5

0

10

20

30

40

50 （％）

（n=633) （n=16,111） （n=3,393） （n=9,797） （n=244） （n=8,061） （n=819） （n=2,793）

２-3 訪問介護員、介護職員の採用・離職の状況（平成20年10月1日～21年9月30日）
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B 事業所規模別

 

離職率 事業所の規模が小さくなるほど離職率が高くなる

55人以上99人以下

１9人以下 20人以上49人以下

C 事業開始後経過年数別

 

離職率

100人以上

年数が経過するほど離職率が低くなる

17.6 15
20.8 19.817.0

12.6

25.5 24.1

0

10

20

30

40

50

訪問介護員　正社員
介護職員　正社員
訪問介護員　非正社員
介護職員　非正社員

（％）

（n=1,270） （n=4,841）（n=5,098）（n=4,983） （n=2,098
）

（n=9,18
1）

（n=12,061） （n=8,565）

12.4 8.9
13.9 13.711.1 9.9

22.7 22.3

0

10

20

30

40

50
（％）

（n=814）（n=15,225）（n=6,549） （n=8,162） （n=604） （n=7,643）（n=4856） （n=4,070）

26.4
20.6

11.2

23.7
21.0

14.1
18.1

14.2
11.7

28.8 27.9

22.0

0

10

20

30

40

50
訪問介護員　正社員
介護職員　正社員
訪問介護員　非正社員
介護職員 非正社員

（％）

（n=557）
（n=4,191）

（n=2,270）
（n=3,057）

（n=785）
（n=5,195

）

（n=3,211）
（n=3,826）

（n=3,267）
（n=26,070）

（n=22,117）
（n=17,790）

２-3 訪問介護員、介護職員の採用・離職の状況（平成20年10月1日～21年9月30日）

(4) 年間離職率について要素別の事業所の割合

～３年未満 ３年以上～５年未満 ５年以上
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(5) 離職率の前年対比較

20.8

17.9
15.6

14.5

25.3

21.2

18.0
15.5

0

5

10

15

20

25

30

(n=16,192)(n=9,643)
～19人以下

(n=31,905)(n=23,454)
20人以上
49人以下

(n=30,750)(n=32,433)
50人以上
99人以下

(n=17,173)(n=29,742)
100人以上

２１年度
２０年度

（％）

A 事業所規模別

 

離職率比較
小規模ほど前年よりも離職率の低下が顕著

B 介護サービス別

 

離職率比較

20.0

29.1

15.1 16.3

20.2

32.5

19.9

17.0

12.9

18.7 18.5

14.1

-3.6-3.4
-3.4

-0.2

-1.2

-1.7

0

5

10

15

20

25

30

35

(n=96,020)(n=95,315)

全体

(n=27,649)(n=29,410)

訪問介護

(n=12,534)(n=11,284)

通所介護

(ｎ＝5,810)(n=3,216)

特定施設入居

者生活介護

(n=23,412)(n=n=27,207)

介護老人

福祉施設

(n=8,825)(n=9,836)

介護老人

保健施設

-4.0

-3.5

-3.0

-2.5

-2.0

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

２１年度 ２０年度 対前年差
離職率(%) 対前年差

（ポイント）

介護老人保健施設で低くなった

２-3 訪問介護員、介護職員の採用・離職の状況（平成20年10月1日～21年9月30日）
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３-1 派遣労働者の受け入れ状況及び定着について

全体の１割が派遣を受け入れている。

施設系が15.6％受け入れ

(1) 派遣労働者の受け入れ事業所の割合

9.4

5.6

15.6

8.0

0 5 10 15 20

全体
（n=7,515）

訪問系
（n=2,814）

施設系（入所型）
（n=2,241）

施設系（通所型）
（n=2,304）

（％）

・

 

受け入れ事業所での従業員に対する派遣労働者の割合

10.5

32.1

5.7

12.9

0 5 10 15 20 25 30 35

全体
（n=26,591人）

訪問系
（n=3,650人）

施設系（入所型）
（n=19,097人）

施設系（通所型）
（n=3,553人）

（％）

訪問系は従業員の３割を占める
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(2) 定着率に対する事業者の認識 ７割が定着率は低くないとの認識

定着率が低
く困っている

 14.8%

定着率は低い
が困って
いない
10.9 %

定着率は低くない
71.0 %

無回答 3.3%

◆定着率の認識と実際の離職率

「困っている」と「困っていない」の離職率の差は小さい

17.0

27.1
23.9

12.9

0

10

20

30

40

全体

（n=5,413)

定着率が低く
困っている
（n=913)

定着率は低いが
困っていない

（n=６３５)

定着率は
低くない

（n=3,764)

（％）

３-2 派遣労働者の受け入れ状況及び定着について
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(3) 定着率向上の為の取り組み(全体の30%以上）

56.4

53.8

50.7

37.5

36.1

35.7

33.6

31.8

0 10 20 30 40 50 60

職場内の仕事上のコミュニケーション
の円滑化を図っている

（定期的なミーティング、意見交換会、チームケア等）

労働時間（時間帯・総労働時間）の希望を聞いている 

賃金・労働時間等の労働条件
（休暇をとりやすくすることも含める）を改善している

非正社員から正社員への転換の機会を設けている 

能力開発を充実させている
（社内研修実施、社外講習等の受講・支援等）

能力や仕事ぶりを評価し、配置や処遇に反映している 

経営者・管理者と従業員が経営方針、
ケア方針を共有する機会を設ける

健康対策や健康管理に力を入れている

(%)
コミニュケーションの円滑化が重要

３-2 派遣労働者の受け入れ状況及び定着について
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４
 

従業員の過不足状況

前年に比較して不足感は16.2ポイント減少

大いに
不足
 7.5%

大いに
不足 2.4%

不足 21.4%

不足 12.6%

やや不足 34.1%

やや不足 31.8%

適当 36.5%

適当 52.3%

過剰 0.5%

過剰 0.9%

21年度
（n=5,487）

20年度
（n=4,232）

２１年度の不足感

 

46.8%

20年度の不足感

 

63.0%
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５
 

雇用管理責任者の選任状況
半数近くが選任している。

＜法人格別＞

49.5

30.6

51.6

45.6

49.2

38.5

48.3

34.5

35.9

50.2

38.2

37.2

37.8

31.3

40.9

11.8

16.0

7.8

12.6

11.7

17.6

17.6

17.3

3.3

6.1

7.3

47.3

選任している

37.8

38.5

選任していない

11.9

雇用管理責任者について
知らない

2.8

2.8

1.8

2.9

3.2

2.4

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=7,515)

民間企業(n=3,697)

社会福祉協議会
(n=532)

社会福祉法人
(n=1,295)

医療法人(n=921)

NPO(n=443)

社団法人・財団法人
(n=148)

協同組合(n=176)

地方自治体(n=110)
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Ⅳ
 

訪問介護員、介護職員に対する教育・研修の状況

正社員非正社員

１

 
訪問介護員、介護職員の人材育成の取り組み状況

56.0

50.4

36.8

33.8

33.5

28.4

27.2

13.2

1.2

3.2

50.0

52.1

36.4

36.8

39.7

33.3

35.7

10.7

1.3

2.7

0 10 20 30 40 50 60

教育・研修計画を立てている　　　　

自治体や業界団体が主催する教育・研修に
積極的に参加させるようにしている

採用時の教育・研修を充実させている　　

教育・研修の責任者（兼任を含む）や　　
担当部署を決めている

職員に後輩の育成経験を持たせている　　

法人全体（関係会社を含む）で　　　　　
連携して育成に取り組んでいる　　　　

能力の向上が認められた者は、　　　　
配置や処遇に反映している　　　　　

地域の同業他社と協力、ノウハウを共有して
育成に取り組んでいる

その他　　　　　　　　　　　

いずれも行っていない　　　　　　　

訪問介護員正社員
（n=1,808）

介護職員正社員
（n=4,046）

55.8

37.7

41.7

26.0

25.2

25.1

23.4

9.1

1.0

3.5

44.5

36.4

33.1

28.0

29.4

27.3

27.6

7.4

1.2

3.6

0102030405060

訪問介護員非正社員
（n=2,667）

介護職員非正社員
（n=4,037）
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２

 
採用時の教育・研修内容

68.5

67.6

56.6

56.3

52.5

46.7

33.8

24.6

2.3

5.1

62.0

65.3

63.6

53.3

49.1

33.9

32.4

21.9

2.1

4.4

0 20 40 60 80

接遇・マナー　　　　　　　　

介護技術・知識　　　　　　

法人・事業所の経営理念・ケア方針

感染症予防対策　　　　　　　

安全対策（事故時の応急措置等）

問題解決・苦情処理の手順　　

職員間の人間関係の構築　　　　

職員の腰痛予防対策　　　　　

その他　　　　　　　　　　

いずれも行っていない　　　

訪問介護員正社員
（n=1,808）

介護職員正社員
（n=4,046）

70.0

69.9

53.8

58.6

53.7

41.8

29.8

24.7

2.5

4.9

58.0

62.4

57.8

49.4

46.0

28.3

29.4

20.9

2.1

4.9

020406080

訪問介護員非正社員
（n=2,667）
介護職員非正社員
（n=4,037）

非正社員 正社員就業形態に拘わらず６割

 以上が研修等を実施



27

３

 
ＯＪＴの方法

56.3

53.9

48.5

34.0

22.7

22.5

0.6

4.7

56.3

57.9

55.4

37.2

32.7

22.6

0.5

2.8

0 10 20 30 40 50 60

部下指導を管理職（リーダーや
主任等を含む）の役割としている

経験・能力のある人と一緒に仕事を
させている

業務マニュアルを作成している　

育成を考えて仕事を与えている　

管理職以外の指導担当者をつけて
いる

指導方法をマニュアル化している

その他　　　　　　　　　

いずれも行っていない　　　　　

訪問介護員正社員
（n=1,808）

介護職員正社員
（n=4,046）

％

37.3

49.8

34.4

23.2

24.1

0.8

4.3

41.2

58.3

51.0

33.0

28.3

20.2

0.5

2.8

60.0

0102030405060

訪問介護員非正社員
（n=2,667）

介護職員非正社員
（n=4,037）

％
非正社員 正社員
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４

 
１年間の教育・研修等の実施状況

58.4

49.1

24.6

2.3 1.6

74.5

50.2

2.9 1.62.4 2.12.7 2.2

52.4
46.8

55.3
59.8

75.2

26.6

41.4
40.9

47.6

64.2
53.1

53.0

43.2

21.6

50.3
56.7

59.661.6

76.1

43.7

31.4

19.4

37.7
43.4

58.4

50.0

69.2

0

10

20

30

40

50

60

70

80

介
護
技
術
・
知
識

接
遇
･
マ
ナ
ー

安
全
対
策

（
事
故
時
の
応
急
措
置
等

）

情
報
共
有

、

記
録
・
報
告
方
法

事
例
検
討

介
護
保
険
制
度
や
関
係
法
令

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
・

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護

資
格
取
得
の
た
め
の
研
修

そ
の
他

い
ず
れ
も
行

っ
て
い
な
い

訪問介護員正社員
（n=1,808）

介護職員正社員
（n=4,046）

訪問介護員非正社
員（n=2,667）

介護職員非正社員
（n=4,037）

(%)

正社員と非正社員のい
ずれにも行っている事業

所
 61.7%

正社員のみに
行っている

事業所
 12.5%

非正社員にのみ
行っている

事業所
 17.0 %

いずれも行っていない事
業所 1.7％

無回答
 7.1%

就業形態に拘わらず研修等を実施９割以上
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Ⅴ
 

運営上の課題

※平成２０年９月の事業収入１００に対する平成２１年９月の事業収入指数

4.8 9.6

8.4

8.2

6.0

8.0

10.1

7.6

15.4

36.7

16.3

14.7

10.3

10.1

8.3

12.5

16.0

21.6

7.1

18.4

15.0

13.9

12.4

17.32.6

70％未満

3.0

1.1

3.3

2.1

70％以上
80％未満

2.0

0.5

3.2

80％以上

90％未満

7.2

90％以上
95％未満

7.5

95％以上

100％未満

8.0

6.8

100％以上
105％未満

22.1

105％以上
110％未満

8.9

6.3

6.8

110％以上
120％未満

120％以上 無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=7,515）

訪問系（n=2,814)

施設系（入所型）
（n=2,241)

施設系（通所型）
（n=2,304)

１

 
事業収入の前年度比較
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２

 
介護サービス事業を運営する上での問題点

52.7

43.2

33.8

32.7

27.3

24.0

12.9

8.0

51.4

40.4

37.8

36.7

22.1

30.2

7.9

5.7

0 10 20 30 40 50 60

今の介護報酬では、人材の確保・定着
のために十分な賃金を払えない

良質な人材の確保が難しい　　　

指定介護サービス提供に関する書類
作成が煩雑で、時間に追われている

経営（収支）が苦しく、労働条件や労働
環境改善をしたくても出来ない

教育・研修の時間が十分に取れない

新規利用者の確保が難しい　　

介護従事者の介護業務に関する
知識や技術が不足している

介護従事者の介護業務に臨む意欲や
姿勢に問題がある

全体（n=7,515）

訪問系（n=2,814)

％

54.3

54.2

26.7

26.2

29.5

13.7

20.1

11.8

53.8

36.8

36.9

34.6

31.9

26.7

12.4

7.5

0102030405060

施設系（入所型）
（n=2,241)

施設系（通所型）
（n=2,304)

％

＜全体と訪問系＞＜施設系入所型と通所＞

 型
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３
 

介護報酬改定に伴う経営面での対応（事業所と労働者の回答比較）

30.4

26.6

21.4
19.2

17.1
14.8 14.0

10.4 9.8
7.6 7.5 7.0

5.1 4.1 3.4

21.1

7.5

1.9
4.0 3.2 2.5 2.9 3.3

37.7

8.5
6.8

3.0

5.9

13.9
12.0 12.6

17.3

0

5

10

15

20

25

30

35

40

基
本
給
の
引
き
上
げ

諸
手
当
の
導
入

・
引
き
上
げ　
　

教
育
研
修
の
充
実

一
時
金
の
支
給

職
員
の
増
員

（
派
遣
を
含
む

）

に
よ
る
業
務
負
担
軽
減
 
 
 
 
 

非
正
規
職
員
か
ら
正
規
職
員

へ
の
登
用
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

仕
事
上
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン　

の
充
実　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

仕
事
内
容
や
労
働
条
件
に

関
す
る
個
別
面
談
の
実
施

事
故
や
ト
ラ
ブ
ル
の
対
応

体
制
の
強
化　
　
　
　
　
　

出
産

、
子
育
て
支
援
の
充
実

腰
痛
対
策
や
メ
ン
タ
ル
ケ
ア
を

含
め
た
健
康
管
理
の
充
実　

労
働
時
間

（
夜
勤
を
含
む

）
・

労
働
日
数
の
適
正
化
 
 
 
 
 
 

昇
進

・
昇
格
要
件
の
明
確
化
 

介
護
支
援
の
充
実

そ
の
他

い
ず
れ
も
な
し

Ａ.事業所調査（n=7,515） Ｂ.労働者調査（n=20630）

（％）
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４
 

補助金・助成金について「知っている」割合
６割以上が処遇改善交付金について知っている

36.9

13.9

55.3

21.7

62.2

45.4

27.6 26.5
34.2 33.6

19.8 22.6

68.6
59.9

41.4 38.9

5.5

34.1

65.2

45.6
36.9

26.7

11.2

25.8

0
10
20
30
40
50
60
70
80

介
護
職
員
処
遇
改
善

交
付
金

介
護
未
経
験
者
確
保

等
助
成
金

介
護
基
盤
人
材
確
保

等
助
成
金

介
護
労
働
者
設
備
等

整
備
モ
デ
ル
奨
励
金

キ

ャ
リ
ア
形
成
促
進

助
成
金

い
ず
れ
も
知
ら
な

い
・
利
用

(

予
定

)

な
し

全体（n=7,515） 訪問系（n=2,814)

施設系（入所型）（n=2,241) 施設系（通所型）（n=2,304)

(%)

23.6 21.6

38.3

8.5
10.5

23.2

32.6

42.1

23.2
14.619.9

40.1

11.2

26.1
36.032.7

21.5

40.3

13.8 16.0

30.3
25.326.4

48.8

0

10

20

30

40

50

60

手
続
き
が
複
雑
だ
か
ら

支
給
要
件
に
該
当
し
な

か

っ
た

継
続
さ
れ
る
か
ど
う

か

、不
安
だ
か
ら

給
与
体
系
が
乱
れ
る
か

ら

(

支
給
要
件
に
該
当

す
る
者
と
し
な
い
者
が

出
る
た
め

)

支
給
額
が
低
い
か
ら

そ
の
他

全体（n=1,799） 訪問系（n=881)

施設系（入所型）
（n=303)

施設系（通所型）
（n=580)

(%)

◆

 

介護職員処遇改善交付金を利用しない理由
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５
 

今後の方向性（介護サービスの種類）

増やす
（拡大する） 18.9

増やす
（拡大する） 26.2

増やす
（拡大する） 34.4

 2.1

減らす（縮小する）5.0

 1.6

わからない・変化なし
 74.5

わからない・変化なし
 67.7

わからない・変化なし
 56.3

無回答
4.3

無回答
 4.1

無回答
5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護サービス

事業所の規模

人件費総額

人件費総額は増やすが３割
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６
 

介護事業等収入に占める人件費割合

平均は訪問系：７３％、施設系（入所型）：５５％、施設系（通所型）：６３％

17.2

7.7

27.8

18.5

18.1

9.3

27.3

20.3

19.6

17.8

20.1

21.9

14.7

22.7

6.1

13.8

9.1

16.5

6.6

3.3

5.6

2.7

3.9

6.9

3.3

14.1

13.5

14.5

12.8

50％未満
50％以上

60％未満

60％以上
70％未満

70％以上

80％未満

2.3

80％以上
90％未満

0.9

90％以上

100％未満

0.9

100％以上 無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=7,515）

訪問系（n=2,814)

施設系（入所型）
（n=2,241)

施設系（通所型）
（n=2,304) 63.1

平均
（％）

64.4

72.9

55.1

(1) 介護事業等収入に占める人件費割合
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(2) 介護報酬に占める人件費の割合

施設系（入所型）の事業収入平均が５５％に対し、介護報酬平均が６８％と

増加することから、保険外収入が多いことを意味する。

10.1

6.7

11.6

12.6

13.4

7.9

17.9

16.3

18.3

14.5

21.5

20.3

17.0

20.1

13.2

17.3

12.0

17.2

8.8

9.2

5.9

7.7

5.0

4.6

6.3

9.3

4.8

4.5

17.0

16.8

17.3

15.3

50％未満
50％以上
60％未満

60％以上
70％未満

70％以上
80％未満

80％以上
90％未満

90％以上
100％未満

100％以上 無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=7,515）

訪問系（n=2,814)

施設系（入所型）
（n=2,241)

施設系（通所型）
（n=2,304) 67.5

平均
（％）

70.8

76.0

67.8

６
 

介護事業等収入に占める人件費割合
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Ⅵ
 

介護労働者の個別状況
（各事業所での平成21年９月分の介護労働２０名まで状況）

6.7

12.5

3.6

19.7

88.9

83.7

75.0

90.5

74.4

4.3

3.8

4.7

5.9

5.9

15.9

20.3

男性

79.0

女性

5.1

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=76,856)

訪問介護員（n=18,708)

サービス提供責任者（n=3,607）

介護職員（n=35,374)

看護職員（n=7,406）

介護支援専門員（n=3,871)

(1) 性別

１

 
介護労働者の属性
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(2) 介護従事者の年齢

5.3

12.8

8.5

12.5

8.8

11.1

7.9

9.8

11.1

11.7

14.5

11.3

12.7

10.5

14.9

13.8

12.5

15.7

10.3

16.0

15.9

12.4

14.1

17.7

10.6

15.4

16.9

12.0

17.4

15.0

9.7

11.9

13.5

13.9

24.5

12.2

10.0

13.6

10.4
0.0

0.1

0.9

0.0

0.1

0.5

２０歳未満

0.1

1.2

9.6

1.8

1.7

5.6

２０歳以上

２５歳未満

1.9

3.9

3.1

8.9

２５歳以上

３０歳未満

5.0

10.4

３０歳以上

３５歳未満

10.7

３５歳以上

４０歳未満

11.4

４０歳以上

４５歳未満

11.9

４５歳以上

５０歳未満

５０歳以上

５５歳未満

５５歳以上

６０歳未満
６０歳以上

1.8

2.5

2.0

1.5

2.2

2.3

 無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=76,856)

訪問介護員（n=18,708)

サービス提供責任者（n=3,607）

介護職員（n=35,374)

看護職員（n=7,406）

介護支援専門員（n=3,871)

44.6

50.5

47.0

41.3

47.0

46.6

平均年齢
（歳）
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(3) 介護従事者の保有資格（複数回答）

4.7

48.2

2.0

30.3

12.1

10.0

5.7

80.2

0.2

19.6

1.2

1.6

21.2

45.1

1.1

60.9

3.5

9.4

3.6

49.8

1.1

37.1

1.4

3.6

1.4

2.4

0.2

2.2

100.0

10.5

5.5

16.3

8.8

49.4

17.3

100.0

0 20 40 60 80 100

ホームヘルパー１級

ホームヘルパー２級

社会福祉士

介護福祉士

看護師・准看護師

介護支援専門員

全体（n=76,856)

訪問介護員（n=18,708)

サービス提供責任者
（n=3,607）
介護職員（n=35,374)

看護職員（n=7,406）

介護支援専門員
（n=3 871)

(%)
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(4) 介護職員の採用状況 約９割が中途採用

7.1

11.1

4.4

87.2

91.2

91.1

84.7

93.3

91.1

5.7

7.6

6.2

4.2

4.8

4.4

新卒採用

1.9

2.7

1.1

中途採用 無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=76,856)

訪問介護員（n=18,708)

サービス提供責任者（n=3,607）

介護職員（n=35,374)

看護職員（n=7,406）

介護支援専門員（n=3,871)
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(5) 介護職員の勤続年数 介護職員の５割が３年未満

14.4

12.2

7.5

17.0

15.1

11.2

16.2

15.0

10.9

18.4

16.2

11.0

13.2

12.4

8.9

15.0

11.9

10.6

11.0

10.7

10.2

11.4

10.9

10.9

8.5

9.1

9.3

8.5

7.4

8.6

23.8

29.6

38.5

19.6

21.9

25.2

5.3

4.0

6.3

4.6

7.1

10.4

3.4

4.5 3.6

4.3

6.0

4.5

3.0

3.4

3.8

１年未満
１年以上

２年未満

２年以上

３年未満

３年以上

４年未満

４年以上

５年未満

５年以上

１０年未満

１０年以上

１５年未満

1.8

2.8

0.8

2.0

１５年以上

２０年未満

2.7

0.8

1.1

0.3

1.2

２０年以上 無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=76,856)

訪問介護員（n=18,708)

サービス提供責任者（n=3,607）

介護職員（n=35,374)

看護職員（n=7,406）

介護支援専門員（n=3,871)

4.5

5.6

平均
勤続年数

6.5

4.3

5.7

4.8

%
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２ 賃金

52.8

91.3

11.1

42.3

6.0

82.0

月給

5.8

日給

1.5

3.6
時間給 無回答

1.3

1.2

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=76,856)

正社員（n=39,469)

非正社員（n=35,222)

（職種別）

訪問介護員の約８割が時間給

52.8

16.6

84.3

58.7

58.3

88.4

42.3

79.2

11.6

35.7

37.5

8.3

月給 日給

2.6

3.6

2.2

3.2

1.7

4.7

時間給 無回答

1.3

1.6

1.8

0.9

1.0

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体
（n=76,856)

訪問介護員
（n=18,708)

サービス提供責任者
（n=3,607）

介護職員
（n=35,374)

看護職員
（n=7,406）

介護支援専門員
（n=3,871)

（就業形態別）

(1)賃金の支払形態（就業形態別）
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(2) 所定内賃金（平均額）

212,432
187,804

217,310
192,920

253,012 255,305

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

全体
（n=36,111）

訪問介護員
（n=2,306）

サービス提供責任者
（n=2,650）

介護職員
（n=19,057）

看護職員
（n=3,932）

介護支援専門員
（n=2,839）

（円）

8,208 8,979
7,788 7,245

9,290
10,452

0

3,000

6,000

9,000

12,000

全体
（n=1,798）

訪問介護員
（n=242）

サービス提供責任者
（n=43）

介護職員
（n=1,175）

看護職員
（n=151）

介護支援専門員
（n=36）

（円）

＜月給の者＞

＜日給の者＞

＜時間給の者＞

1,098
1,228 1,184

888

1,310 1,302

0

300

600
900

1,200

1,500

全体
（n=28,220）

訪問介護員
（n=12,643）

サービス提供責任者
（n=356）

介護職員
（n=11,251）

看護職員
（n=2,463）

介護支援専門員
（n=251）

（円）
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(3) 実賃金（平均額）

168,922
215,252

162,951

90,509

253,022
206,499

125.0

73.8

157.0
141.9

152.2

128.1

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

全体
（n=63,464）

訪問介護員
（n=15,864）

サービス提供責任者
（n=2,627）

介護職員
（n=29,915）

看護職員
（n=6,204）

介護支援専門員
（n=2,731）

50

70

90

110

130

150

170
（円） （時間）

267,727
275,398

202,670
230,507 230,660 213,198

158.2159.9
146.2

158.0164.2 161.5

0
50,000

100,000
150,000
200,000
250,000
300,000

全体
（n=31,813）

訪問介護員
（n=1,854）

サービス提供責任者
（n=2,200）

介護職員
（n=17,172）

看護職員
（n=3,511）

介護支援専門員
（n=2,429）

50
70
90
110
130
150
170

（円） （時間）

＜全体＞

＜時間給の者＞

＜月給の者＞

91,639 139,940119,904105,448146,926
74,614

96.985.7110.8109.0

58.783.3

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

全体
（n=29,337）

訪問介護員
（n=13,613）

サービス提供責任者
（n=369）

介護職員
（n=11,309）

看護職員
（n=2,502）

介護支援専門員
（n=254）

50

70

90

110

130

150

170

（円） （時間）

平均労働時間（22年9月）
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＜参考＞勤続年数と賃金比較（月給者）
 

平成２１年度

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

1年未満 1～３年未満 3～5年未満 5-10年未満 10-15年未満 15-20年未満 20年以上

介護（介護労働実態調査）

全産業（賃金構造）

円

調査による属性の差
平均勤続年数

 

：

 

全産業

 

11.4年

 

に対し

 

介護

 

4.８年

性別構成

 

：

 

全産業

 
女性

 

33％

 

に対し

 
介護

 

女

 

71 %

資料出所

 

厚生労働省：平成21年賃金構造基本統計調査

 

介護労働安定センター：21年度介護労働実態調査

 
・

勤続年数
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３
 

１ヵ月の労働時間数

訪
問
介
護
員

サ
ー
ビ
ス
提
供

責
任
者

看
護
職
員

介
護
支
援
専
門
員

介
護
職
員

125.0

141.5
61.0

120.1
53.5

163.9
127.6

151.1
81.8

160.9
117.2

150.9
91.5

156.3
89.4

133.8
73.9

159.8
106.2

141.4
76.4

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

全　体　　　　　　　(n=67,658）

正社員　　　　　　　 （n=2,707）

非正社員　　　　　（n=13,447）

常勤労働者　 　（n=1,521）

短時間労働者（n=11,926）

正社員　　   　 　 　（n=2,457）

非正社員　　 　     　 （n=539）

常勤労働者　      （n=356）

短時間労働者      （n=183）

正社員　　　 　　　（n=17,603）

非正社員　　  　　（n=13,322）

常勤労働者　   （n=5,764）

短時間労働者 （n=7,558）

正社員　　　　 　　　（n=3,731）

非正社員  　　　　　（n=2,687）

常勤労働者 　  　（n=695）

短時間労働者 （n=1,992）

正社員     　　　　 　　　(2,718)

非正社員　　　　　　　（n=442）

常勤労働者 　     （n=203）

短時間労働者     （n=239）

（時間）
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１
 

生計維持者の割合 （労働者回答）
 主たる生計維持者「自分」は約３分の１

以下の図表は調査事業所の介護労働者（２０，６３０人）の
 意識調査結果です。

 ＜平成２１年度介護労働者の就業実態と就業意識調査＞

36.2

31.0

39.8

35.0

30.6

46.5

50.7

12.9

11.8

12.7

19.3
48.7

49.2

57.3
9.4

0 20 40 60

全　体

訪問介護員

サ　責

介護職員

看護師

自分

自分以外

折半等

（%）



47

２
 

月間残業時間（正社員）
 

（労働者回答）

 
残業ﾅｼは約５割

44.3

52.1

45.8

52.1

残業無し

19.7

25.2

21.9

21.0

５時間未満

18.1

12.6

17.7

14.0

５時間以上
10時間未満

8.4

3.8

7.3

5.3

10時間以上
15時間未満

1.1

0.7

1.3

0.4

15時間以上
20時間未満

1.9

0.8

1.2

1.1

20時間以上

6.6

4.9

4.9

6.0

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

訪問介護員
（n=1,339)

サービス提供責任者
　　　　　　　（n=1,647)

介護職員
（n=6,095)

介護支援専門員
　　　（n=2,106)
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３
 

月間残業時間（非正社員） （労働者回答）

 訪問介護員は８割残業ﾅｼ

21.1

4.5

9.3

5.8

61.4

70.2

43.2

80.5

残業無し

18.7

27.6

10.2

５時間未満

16.7

2.3

５時間以上
10時間未満

4.6

1.2

0.6

10時間以上
15時間未満

－

0.2

0.6

－

15時間以上
20時間未満

－

0.2

1.1

0.1

20時間以上

3.6

5.0

5.0

6.3

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

訪問介護員
（n=2,100)

サービス提供責任者
　　　　　　　（n=359)

介護職員
（n=2,828)

介護支援専門員
　　　（n=389)
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４
 

深夜勤務の有無
 

（労働者回答）
 施設系入所型は約６割が夜勤アリ

6.7

64.3

10.5

90.9

33.5

86.7

26.8

ある

70.7

ない

2.8

2.2

2.3

2.6

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=20,630）

訪問系（n=4,762）

施設系（入所型）
（n=5,081）

施設系（通所型）
（n=5,059）
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５
 

現在の仕事を選んだ理由
 

（労働者回答）

 「働きがいのある仕事」が6割とダントツ

34.8

30.7

26.0

14.1

10.1

19.4

18.9

35.7

36.2

58.2

0 10 20 30 40 50 60 70

    働きがいのある仕事だから

     今後もニーズが高まる仕事

      人や社会の役に立ちたい

    資格・技能が活かせる

お年寄りが好き

 介護の知識や技能が身につく

           生きがい・社会参加

         身近な人の介護の経験

 都合のよい時間（日）に働ける

             他によい仕事がない

　　（％）
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６ 取りたい資格 （労働者回答）

 
「希望なし」は１３．５％

13.5

3.5

1.9

1.1

1.1

1.1

1.1

28.0

9.2

23.7

0 5 10 15 20 25 30

介護支援専門員

介護福祉士

今後の取得希望なし

社会福祉士

福祉用具専門相談員

介護職員基礎研修

ホームヘルパー1級

ホームヘルパー2級

看護師・准看護師

PT・OT・ST

（％）
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７
 

仕事の満足度 D．I （労働者回答）

 
仕事や職場環境には満足だが

 
賃金、教育、福利厚生などは不満

-4.6

17.5

30.3

20.3

4.3

2.8

-11.3

-9.7

-32.5

45.1

-40 -30 -20 -10 0 10 20 30 40 50

福利厚生

雇用の安定性

人間関係

職場環境

勤務体制

労働時間

教育訓練

評価処遇

賃　　　金

仕事内容

%%
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８
 

労働条件等の不満
 

（労働者回答）

 
賃金の不満は高い

50.2

36.9

36.4

33.0

31.1

30.5

39.4

0 10 20 30 40 50 60

              賃金が低い

      人手が足りない

有給休暇が取りにくい

     社会的評価が低い

  身体的負担が大きい

      精神的にきつい

休憩が取りにくい

　（％）
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９
 

前職のある人の状況
 

（労働者回答）

正社員 56.1% 非正社員 41.3%

その他 0.9% 無回答 1.7%

（n=6,230）

直前は介護の仕

事（はい）37.1 %

直前は介護の仕

事ではない（いい

え） 60.0%

無回答2.9%

（n=16,788）

無回答
3.9%

前職あり
81.4%

前職なし
14.7 %

（n=20,630)

介護・福祉・医療

分野以外の仕事

の経験がある（は

い）69.1 %

介護・福祉・医療

分野以外の仕事

の経験がない（い

いえ）26.9 %

無回答4.0%

（n=16,788）

直前の職は
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１０
 

直前の介護の仕事をやめた理由
 

（労働者回答）

17.9

17.0

7.9

7.0

25.7

23.8

19.6

0 5 10 15 20 25 30

事業所の理念や運営の
    あり方に不満

職場の人間関係

収入が少なかった

  他に良い仕事・職場があった

    将来の見込みが立たなかった

            結婚・出産・育児のため

          人員整理・事業不振等のため

（％）
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１１
 

過去の１年間の研修受講有無
 

（労働者回答）

 
介護支援専門員は約９割が研修を受けた

受けた

63.3

82.3

66.3

91.2

受けない

34.1

15.6

31.5

7.2

無回答

2.6

2.1

2.1

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

訪問介護員
（n=3,608)

サービス提供責任者
　　　　　　　（n=2,070)

介護職員
（n=9,128)

介護支援専門員
　　　（n=2,571)
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１２
 

過去の１年間の研修受講回数
 

（労働者回答）

 
介護支援専門員は「3～5回」が多い

4.3

4.8

2.9

15.8 10.2

１～２回程度

57.7

47.1

59.4

21.4

３～５回程度

29.0

38.4

30.2

40.5

６～７回程度

3.6

4.6

4.2

8.6

８～10回程度

3.2

2.1

3.3

11回以上 無回答

2.2

1.7

1.2

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

訪問介護員
（n=2,283)

サービス提供責任者
　　　　　　　（n=1,704)

介護職員
（n=6,055)

介護支援専門員
　　　（n=2,345)
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１３
 

職場の取組み状況と働く上での悩み、不安、不満の解消
 「役立つと思う」

 
取組み

 
（労働者回答）

 

研修や健康診断の実施が高い

40.2

34.9

33.1

32.4

31.7

31.5

31.2

29.9

26.2

25.2

24.7

24.5

20.3

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

介護能力の向上に向けた研修

定期的な健康診断の実施

事故やトラブルへの対応
マニュアル作成等の体制づくり

介護に関する事例検討会の開催

勤務体制を決める際の
職員の要望を聞く機会の設定

働き方や仕事内容、キャリアについて
上司と相談する機会の設定

実務の中で、上司や先輩から
指導や助言を受ける機会の設定

キャリア・アップの仕組みの整備

採用時における賃金・勤務時間の説明

介護能力を適切に評価するしくみ

介護能力に見合った仕事への配置

介助しやすい施設づくりや福祉機器の導入

事業所の相談援助体制の設定

　（％）
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＜参考＞
 

介護人材の今後の需要
 （

 
H21.2厚生労働省雇用対策基本問題部会資料より）

 今後２０年で倍増すると見込まれる

19 22 23 25
41

117
131

233

150
137

0

50

100

150

200

250

18 20 21 23 37

介護職

事務職等

平成年度

万人

注）介護給付費の伸び率による厚労省推計

 

37年度は推計値中位数

 

千人四捨五入
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